
令和８（2026）年４月１日 
 

 
評価項目算定資料提出にあたっての留意点 

 
総合評価落札方式では評価項目算定資料を提出いただきますが、提出にあたっては次の点にご

注意ください。 
 
１ 評価項目算定資料は、次のとおり評価項目順（様式第１０－３－１号「評価点算定資料一覧

表」参照）に並べて、封筒に入れて提出してください。以下では標準型を例にして説明してい

ますが、簡易Ⅰ、簡易Ⅱ、簡易Ⅲ型の場合には、それぞれ該当のない評価項目を除いて並べて

ください。 
（１）評価項目算定資料の提出について 
・様式第１０－１（又は１０－２）号「評価項目算定資料の提出について」 

（２）評価点算定資料一覧表 
・様式第１０－３－１号（又は１０－３－２号）「評価点算定資料一覧表」 
 ※「提出枚数」の欄には、（３）～（16）で提出する様式と添付書類の合計枚数を記入し

てください。 

（３）企業の施工実績 
・様式第１０－４号「施工実績評価資料」 
   ＋添付書類（コリンズの「登録内容確認書」・図面等の写し） 

（４）優良工事の受賞 

・国土交通省等の優良工事表彰状の写し 

・栃木県が表彰するものについては提出不要 

（５）ＩＳＯの認証取得 
・ＩＳＯの登録証の写し及び付属書の写し 

（６）安全衛生活動の実績 
・安全衛生活動等実績証明書の写し 

（７）登録基幹技能者の配置 
   ・様式第１０－６号登録基幹技能者配置資料 
・講習修了証の写し 
・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し 
（法人の役員であること等により雇用保険に加入できない場合については、健康保険・厚

生年金保険標準報酬月額決定通知書の写し及び住民税特別徴収税額の決定・変更通知書

の写し（市区町村が作成する「特別徴収義務者用」に限る） 
（８）配置予定技術者の工事経験、配置予定技術者の工事成績評定、配置予定技術者のＣＰＤ 
・様式第１０－５号「配置予定技術者評価資料」 
   ＋添付書類（コリンズの「登録内容確認書」・図面等の写し、 

工事成績評定通知書の写し、ＣＰＤの実績証明書等の写し等） 
（９）地域の守り手としての実績 
①の実績について 
・鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事以外の場合⇒①－１又は①－２のいずれか１つ 
・鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事の場合⇒①－３ 
  ①－１路河川維持管理業務又は除雪業務の取組実績（鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事を除く） 

ホチキス（クリ

ップ）止め 

ホチキス（クリ

ップ）止め 
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・栃木県県土整備部発注の路河川維持管理業務又は環境森林部若しくは県土整備部発注

の除雪業務の契約書の写し、又は契約内容が確認できる書類の写し 

    ・下請業者の場合は、元請業者の契約書又は契約内容が確認できる書類の写しに加えて、

以下ア～ウのうちいずれかの書類 

      ア 下請契約書の写し 

      イ 注文請書等の契約内容が分かる書類の写し 

      ウ 元請業者が発行する証明書の写し 

  【注】下請業者の場合、元請業者が、様式第１０―１８号「○○維持管理業務におけ

る下請業者名等の報告について」を県に提出している場合は、資料の提出は不

要です。 
  ①－２災害応急復旧工事の施工実績（鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事を除く） 
    ・検査結果通知書の写し 
    ・下請業者の場合は、元請業者の検査結果通知書の写しに加えて、以下ア～ウのうちい

ずれかの書類 

      ア 下請契約書の写し 

      イ 注文請書等の契約内容が分かる書類の写し 

      ウ 元請業者が発行する証明書の写し 

  ①－３橋梁補修工事又は橋梁補強工事の実績（鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事のみ） 

 ・様式第１０－４号「施工実績評価資料」 
   ＋添付書類（コリンズの「登録内容確認書」・図面等の写し） 

  ②災害時等の応急対策業務の実施に関する協定に基づく協力者名簿への登録等の実績 
・災害時の応急対策業務に関する協定に基づく協力者名簿の写し 
・栃木県との覚書の写し（複数の企業による場合は、自社が参加していることが分かる資

料の写しを追加して提出すること） 
③防疫対策業務の実施に関する協定に基づく協力者名簿への登録等の実績 
・家畜伝染病の発生時等における防疫対策業務に関する協定に基づく協力者名簿の写し 

（10）災害時の基礎的事業継続力の認定 
・関東地方整備局長が発行する認定証の写し 

（11）地域活動の実績 
  ①ボランティア活動実績（以下のいずれか） 
・愛ロードとちぎ、愛リバーとちぎ、愛パークとちぎの場合は、活動報告書等の写し等（複

数の企業による場合は、自社が参加していることが分かる資料の写しを追加して提出す

ること） 
・とちぎ夢大地応援団の場合は、団員証の写し及び様式第１０－７－１号「とちぎ夢大地

応援団活動実績証明書」の写し（複数の企業による場合は、自社が参加していることが

分かる資料の写しを追加して提出すること） 
・TUNAGUに係る地域協働活動の場合は、様式第１０－７－２号「TUNAGUに係る地域
協働活動実績証明書」の写し 
②インターシップ等による学生の受入実績 
   ・様式第１０－８号「インターンシップ等実績証明書」の写し 
③水防等協力団体指定実績 

ホチキス（クリ

ップ）止め 
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・水防協力団体は提出書類なし 
・河川協力団体及び道路協力団体については、指定証の写し（指定団体の構成員は指定団

体が発行する証明書の写しを追加して提出すること） 
④県が推進する環境施策等への取組実績（以下のいずれか） 
・エコキーパー事業所認定証の写し 
・様式１０－９号「日光杉並木オーナー契約証明書」の写し（代表取締役の個人名義の場

合は法人登記簿謄本の写しを追加） 
⑤担い手確保への取組実績 
・様式１０－１０号「担い手確保への取組実績に係る実績証明書」の写し（複数の企業に

よる場合は、自社が参加していることが分かる資料の写しを追加して提出すること） 
  ⑥就労支援事業等における雇用実績（以下のいずれか） 
・栃木県発注の緊急雇用創出事業における契約書の写し又は契約内容が確認できる書類の

写し 
・宇都宮保護観察所が発行する雇用に関する証明書の写し 

  ⑦地域防災活動の取組実績 

   ・様式第１０－１１号「地域防災活動の取組実績に係る実績証明書」の写し 

（12）週休２日制工事の実績（以下のいずれか） 
   ・栃木県発注工事における工事成績評定通知書の写し 
   ・国発注工事における週休２日制適用工事における履行実績取組証の写し 
   ・様式１０－１２号「週休２日制（４週８休以上）工事実績証明書」の写し 
   ・CORINS の｢登録内容確認書｣の写し（週休２日(４週８休)の実績がある旨が明記されて
いるものに限る） 

（13）ＩＣＴ活用工事の実績（以下のいずれか） 
   ・栃木県発注工事における工事成績評定通知書の写し 
   ・様式１０－１３号「ＩＣＴ活用工事実績証明書」の写し 
・CORINSの｢登録内容確認書｣の写し（「３次元起工測量」「３次元設計データ作成」「Ｉ
ＣＴ建設機械による施工」「３次元出来型管理等の施工管理」「３次元データの納品」

の５項目全てを行ったことが明記されているものに限る） 
（14）若手・女性技術者の配置実績 
 ・様式第１０－１４号「若手・女性技術者配置実績評価資料」 
   ＋添付書類（CORINSの「登録内容確認書」・図面等の写し、 
   雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し 

（法人の役員であること等により雇用保険に加入できない場合については、健康保険・

厚生年金保険標準報酬月額決定通知書の写し及び住民税特別徴収税額の決定・変更

通知書の写し（市区町村が作成する「特別徴収義務者用」に限る） 

（15）建設キャリアアップシステム活用工事の実績（以下のいずれか） 
   ・栃木県発注工事における工事成績評定通知書の写し 
   ・様式第１０－１５号「建設キャリアアップシステム活用工事実績証明書」の写し 
 
（16）施工計画の評価 
・様式第１０－１６号又は様式第１０－１７号「施工計画」 

ホチキス 

（クリップ）止め 

3/19



 
 
２ 価格以外の評価は、評価基準を満たしていることを提出された書類で確認できない場合には

評価しません。なお、評価項目ごとに評価対象期間が定められておりますので、別添の「価格

以外の評価点・評価項目別評価対象期間一覧」を参考にして、評価対象期間内であることを確

認してから提出してください。 
 
３ 提出する書類は縮小コピーして構いませんので、可能な限りＡ４版にそろえてください。 
 
４ 提出する書類は型式別で異なりますので注意してください。 
 
５ 簡易Ⅱ型及び簡易Ⅲ型については、入札公告で一括提出が認められている場合、一括提出す

ることができますので、栃木県建設工事施工体制確認型総合評価落札方式試行要領別記４「評

価項目算定資料の一括提出方法」に従い作成の上、提出してください。 
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添付書類等参考資料 
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「ＩＳＯ９００１」の登録証の見本です。 

登録証のほかに付属

書がある場合には提

出してください。 

建設工事に関するも

のであることが必要

です。 

評価基準日現在 

有効でなければ 

なりません。 
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安全衛生活動等実績証明書 

 

 

事業所名称 ○○○建設 株式会社                          

事業所住所 ○○市○○町○○－○ 

代表者名 ○○○○○ ○○ ○○ 

 

 

 

 

建設業労働災害防止協会栃木県支部の加入の有無 有 会員番号 ○○○ 

令和 ○ 年度 安全衛生活動など実績の有無 有  

 

 

上記事業所は、建設業労働災害防止協会栃木県支部で定める「安全衛生活動等実績証明要

領」に基づき、記載内容等を調査・確認したところ、上記のとおりであることを証明します。 

 

 

令和 ○年 ○○月 ○○日 

 

建設業労働災害防止協会栃木県支部 

                            支 部 長              印 

 

 

評価基準日の属する年度に発

行したものが有効です。 

安全衛生活動等実績証明書の例です。 

評価基準日の属する年度の前年度の実績が

評価対象です。 
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○○維持管理業務委託契約書 
 
１ 委託業務の名称   ○ ○ ○ 維持管理業務委託 
 
２ 委 託 箇 所   ○ ○ ○ 線 ○ ○ 市 ○○ 
 
３ 履 行 期 間   令和○（   ）年○○月○○日から 
            令和○（   ）年○○月○○日まで 
 
４ 業 務 委 託 料   金 ○○，○○○，○○○  円 
   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  金 ○○○，○○○  円） 
 
５ 契 約 保 証 金   金  ○，○○○，○○○  円 
 
 上記の委託業務について、発注者 栃木県 と受注者 ○○○株式会社 は、各々の対

等な立場における合意に基づいて、次の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従

って誠実にこれを履行するものとする。 
 この契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を

保有する。 
 
 
  令和○（   ）年○○月○○日 
 
   発 注 者   住 所 
 
 
           氏 名                     印 
 
 
   受 注 者   住 所 
 
 
           氏 名                     印 

収入 
印紙 

道路・河川・砂防維持管理業務

委託又は除雪業務委託のみが該

当します。 

（路肩管理、堤防管理、街路樹

管理等は該当しません） 

評価基準日前２年間に完了

引渡しが行われたものに限

ります。 

栃木県が発注したもの 

に限ります。 

路河川維持管理業務委託の例です。 
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（様式第１０－１８号）            【記載例】 
令和○年○月○日 

 
栃木県知事 様 
（○○事務所経由 県土整備部監理課扱い） 

 
○○建設業協同組合   

 
道路及び河川等維持管理業務における下請業者名等の報告について 

 
完了した維持管理業務における下請業者名等について、下記のとおり報告します。 

 
記 

１ 委託業務の名称    道路及び河川等維持管理統合業務委託   
２ 委託箇所       一般国道 〇〇〇号外 〇〇市〇〇外 
３ 履行期間       令和 〇（20xx）年 〇〇月 〇〇日から 

令和 〇（20xx）年 〇〇月 〇〇日まで 
４ 業務委託料（変更契約額） 〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇円 
５ 業務目的物引渡日   令和 〇（20xx）年 〇〇月 〇〇日 
６ 下請業者名等 

№ 下請業者名 担当箇所 下請当初契約金額等 
（変更契約額） 

1 〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇等 〇，〇〇〇，〇〇〇円 

2 ●●●●●● ●●●●●●●等 ●，●●●，●●●円 

3 △△△△△ △△△△△△等 △△△，△△△円 

4 ▲▲▲▲▲▲▲ ▲▲▲▲▲▲▲等 ▲▲▲，▲▲▲円 

5 □□□□□□□□ □□□□□□□□等 □□□，□□□円 

6 ■■■■■ ■■■■■等 ■■■，■■■円 

7 
  円 

8   円 

9   円 

10   円 

（備考） 
（１） 本書は、「栃木県建設工事施工体制確認型総合評価落札方式試行要領」様式１０－３－１注５
（１）に定める「道路及び河川等維持管理業務における下請業者名等の報告について」に該当す
るものである。 

（２）本書に記載された下請業者は、施工体制確認型総合評価落札方式において「価格以外の評価点」
として「地域の守り手実績①路河川維持管理業務又は除雪業務の実績」の評価を得たい場合には、
「実績有り」に囲みを入れることで足り、改めて書類を提出することを要しない。 

（３）金額的業務の発生しない降雪時の待機、機器の供与等を行った下請業者については、下請当初契
約金額等の欄に「降雪待機」、「機器供与」等と記入することで、評価対象とする。 

元請業者が本様式を県に提出して

おり、「下請業者名」欄に名前が記

載されている入札参加者は、資料の

提出は不要です。 

本様式は、元請業者が県に提出する

ものですので、入札参加者が提出す

るものではありません。 
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                              検査結果通知書 
                                       ◯第        号 

                                       令和  年  月  日 

 

  

  

  （受注者）           様 
 

 

                                栃木県知事 

                                (出先機関長)              

   

下記工事について、令和 ◯年 ◯月 ◯日検査した結果、次のとおりなので通知します。 

                          記 

工事名 応急工事 ◯◯川その◯ 

工事箇所 

道            線 
川      岸 

     
郡 

市 
 
町 

村 
    地内 

請  負 

代金額 
 ￥ ◯◯,◯◯◯,◯◯◯－ 

契  約 

工  期 

 着 手 令和 ◯年 ◯月 ◯日 

 完 成 令和 ◯年 ◯月 ◯日 
○◯日間 完成年月日 

年 月 日 

28 

 
29 

◯ 
30 

 
31 

◯ 
32 

 
33 

◯ 

検査員名 

◯◯◯◯課 

◯◯◯ ◯◯ ◯◯ 

検査結果   

 

「災害応急復旧工事の施工実績」で提出する検査結果通知書の例です。 

合格 

完成引渡し（完成年月日）が、

評価基準日前５年間のものに限

ります。 

工事名に「応急工事」と入ってい

るものが対象です。 
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「協力者名簿」の見本です。栃木県と建産連との協定書に基づく協力団体 

（企業）の場合に提出してください。 

 
協力する企業名が確認
できることが必要で
す。 

 
評価基準日現在最新のもの
を提出してください。 

 

・栃木県と建産連との協定書（平成１７年１０月２６日締結）は提出する必

要がありません。 

・建産連等の証明書でなく、必ず「協力者名簿」の写しを提出してください。 
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 栃木県との「災害時の応急対策の実施に関する覚書」の見本です。 
単独企業として、土木事務所等と覚書を締結している場合に提出してください。 
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 認定証の例です。 

関東地方整備局認定のものに限

ります。 

 

令和◯年◯月◯日から 
令和◯年◯月◯日まで 

令和◯年◯月◯日 

評価基準日におい

て有効であること

が必要です。 
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「愛リバーとちぎ」の活動報告書の見本です。 

活動した企業名が 

確認できることが 

必要です。 

活動日は、評価 

基準日前２年間に

限ります。 

複数企業（団体）による活動で、活動報告書では活動した企業名が確認できない場合

には、活動実績を証明する書類として、所属する登録団体が作成した「活動参加企業

一覧」を併せて提出してください。（別添を参考にしてください） 
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「愛リバーとちぎ」の「活動参加企業一覧」の別添の見本です。 

活動した企業名が 

確認できることが 

必要です。 

活動日は、評価 

基準日前２年間に

限ります。 
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（様式第２号） 

  

第    号 
 

河 川 協 力 団 体 指 定 証 

 
 
                  住所                                         

事務所の所在地 
                  法人等の名称 
                  代表者氏名             
 
令和  年  月  日付けの申請については、審査の結果適格であるので、河川法第

58 条の８第１項の規定による河川協力団体として、下記により指定する。 
 
令和  年  月  日 

 
国土交通省所管法定受託者 栃木県 

代表者 栃木県知事 〇 〇  〇 〇   ○印  

 
記 

   
 

指定内容 

  

（１）法人等の名称 

 

 

（２）業務を行う河川の区間 

 

 

（３）指定番号  

 

 

（行政不服審査法第57条による教示） 
本件指定について不服があるときは、国土交通大臣に対し、本件指定があったことを知った日の翌
日から起算して60日以内に行政不服審査法の規定による審査請求をすることができる。（なお、本件
指定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができない。） 
 
（行政事件訴訟法第46条による教示） 
 本件指定の取消しの訴えは、本件指定があったことを知った日から６箇月以内に、国を被告として、
提起しなければならない。（なお、本件指定があったことを知った日から６箇月以内であっても、本
件指定の日から１年を経過すると本件指定の取消しの訴えを提起することができない。） 
ただし、本件指定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に審査請求をした場合には、
本件指定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日から６箇月以内に提
起しなければならない。（なお、当該裁決のあったことを知った日から６箇月以内であっても、当該
裁決の日から１年を経過すると本件指定の取消しの訴えを提起することができない。） 

栃木県の「河川協力団体指定証」の見本です。 

活動場所は栃木県内に限

ります。 

法人等の構成員として活動している場合は、自社が当該法

人等の構成員として活動していることを証明する当該法人

等が発行する証明書の写しを併せて提出してください（様

式任意）。 

評価基準日現在、指定され

ていることが必要です。 
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エコキーパー認定証の例です。 

 

評価基準日において認定ラン

クが★★又は★★★ランク以

上が有効です。 
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栃木県業務委託契約書 
 
１ 委託業務の名称   ○○伐採業務委託○○その１（緊雇○○） 
 
２ 委 託 箇 所   ○ ○ ○ 線 ○ ○ 市 ○○ 
 
３ 履 行 期 間   令和○○年○○月○○日から 
            令和○○年○○月○○日まで 
 
４ 業 務 委 託 料    金 ○○，○○○，○○○  円 
   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  金 ○○○，○○○  円） 
 
５ 契 約 保 証 金    金  ○，○○○，○○○  円 
 
 上記の委託業務について、発注者 栃木県 と受注者 ○○○株式会社 は、各々の対

等な立場における合意に基づいて、次の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従

って誠実にこれを履行するものとする。 
 この契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を

保有する。 
 
  令和○（   ）年○○月○○日 
 
   発 注 者   住 所 
 
           氏 名                     印 
 
   受 注 者   住 所 
 
           氏 名                     印 

収入 
印紙 

栃木県発注の業務委託で緊急雇

用創出事業のみが該当します。 

評価基準日前２年間に完了引

き渡しを行ったものに限りま

す。 

栃木県が発注したもの 

に限ります。 

県土整備部発注の緊急

雇用創出事業業務委託

については「（緊雇○

○）」と予算名が明記さ

れています。 

緊急雇用創出事業に関する証明書の例です。 

契約書の写しで緊急雇用創出事業の内容が明記されていない場合は仕様書・設計書等

の契約内容がわかる写しを添付してください。 
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雇 用 に 関 す る 証 明 書 
  

令和○○年○○月○○日  

○ ○ ○ ○ ㈱ 

 代表 ○ ○ ○ ○ 殿 

 

宇都宮保護観察所 ○ ○ ○ ○    

 

 上記の事業主は、ＮＰＯ法人「栃木県就労支援事業者機構」へ会員登録し、保護観察・

更生緊急保護対象者を下記の期間雇用していたことを証明します。 

 

記 

 

１ 会員登録年月日  平成○○年○○月○○日 

 

２ 雇 用 期 間  令和○○年○○月○○日 ～ 令和○○年○○月○○日 

 

 

 

 

就労支援事業の雇用に関する証明書の例です。 

評価基準日前３ヶ月以内に発

行したものが有効です。 

評価基準日前１年間に３ヶ月以上継続して

雇用しているものが有効です。 
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